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１. 課題および分析方法 

日本の食料自給率は 40％まで低下し，先進国の中では最低となった．国民に食料を安定供給することは政

府の重要な役割である．そこで，政府は国内農業を保護してきたが，国民は，高い食料の購入や税金として，

その代償を払ってきた．内閣府[1]によると，日本国民の 70％は日本の食料自給率を低いと考えている．し

かし，農業保護が国民にとって望ましいと言うためには，食料自給に伴い，国民が負担する費用と享受

する便益を比較しなければならない．また，日本の農業保護政策は，関税など国境措置に重点を置き，

生産物・投入財補助や直接支払いなど国内支持が補完している．しかし，ＷＴＯ対応において，青の政

策に分類される直接支払いへの転換を迫られている．このような政策転換が国民にとって望ましいと言

うためには，費用便益の観点から，関税と直接支払いのパフォーマンスの比較が求められる． 

本研究では，関税と補助金の二つの政策オプションに対して，2000年を基準とし，食料自給政策の費

用便益分析を行う．2000年の熱量ベース総合食料自給率は40％である．費用は，食料自給のための消費

者負担と納税者負担の合計とする．便益は，食料自給による外部便益と生産者便益の合計とする．先行

研究には小林[2]があり，ＯＥＣＤによるＰＥＭ（Policy Evaluation Matrix）の分析枠組みを利用し，

日本のコメを対象に，純輸入量５万t増加など一定単位のショックを与えた場合に生じる費用と便益を

比較している．それに対する本研究の特徴は次の三点である．第一には，対象を全ての食料に拡大する．

第二には，外部便益を，水田の国土保全機能に限定せず，食料安全保障，農林水産業の多面的機能，地

域社会の維持に拡大する．第三には，一定単位ではなく，関税撤廃と補助金撤廃のショックを与える． 

２章では，『食料需給表』の個別品目について，関税と補助金を撤廃した場合の，国産食料と輸入食

料の需給均衡をシミュレーションし，熱量ベース総合自給率が何％まで低下するかを計測する．３章で

は，１章で得た自給率を40％に戻すために必要な費用と，その際に生じる生産者便益を計測する．４章

では，CVM（Contingent Valuation Method）を用い，国民が自給率維持のため負担してもよいと考え
る金額（Willingness to pay: 以下WTP）から，食料自給の外部便益を計測する．５章では，以上の結
果に基づき，食料自給政策の費用便益分析を行う． 

 
２. 関税・補助金撤廃と自給率変化 

『食料需給表』の個別品目について，需給均衡モデルを構築し，関税と補助金を撤廃した場合，国産

食料と輸入食料の需給均衡がどのように変化するかをシミュレーションした．そして，各品目の国内需

要量の変化と重量当たり供給熱量から，熱量ベース自給率の変化を観察した．対象品目は，米，小麦，

大麦，雑穀，かんしょ，ばれいしょ，でんぷん，大豆，その他豆類，野菜，果物，牛肉，豚肉，鶏肉，

鶏卵，飲用乳，乳製品，魚介類（註1），砂糖類，きのこ類である．食料需給表は，以上の品目の他に，

その他の肉類，植物油脂，動物油脂，みそ・しょうゆ，その他の食料を対象としている．しかし，これ

ら品目は，価格に関するデータ，あるいは供給の価格弾力性が得られないため，分析対象外とし，需給

均衡は変化しないと仮定する（註2）． 

(1)(2)式は需要関数である． (1)式において， iQはi財の国内需要（＝中間需要＋最終需要）で，国産
i財の需要Diと輸入i財の需要Miで構成される．注意したいのは， iQ =一定とする仮定である．関税を撤廃
すれば，価格が低下し，需要は増加する．全ての食料の関税を撤廃すれば，全ての食料の需要が増加す
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ることになるが，一人当たり需要熱量が決まっているため，これはあり得ない．理論的には，品目間の

相対価格の変化により，米，麦類，でんぷん，砂糖類など高関税品目の需要が増える．しかし，これら

高関税品目は，必需財で，需要が大きく変化するとは考えにくい．したがって， iQ =一定とする仮定は
大きな問題にならないと考えられる．(2)式は，国産財と輸入財の需要が不完全代替であるという

Armington[3]の仮定である．Pdiは国産i財の生産者価格である． miP は輸入i財のＣＩＦ価格である．ただ
し，小国の仮定を置き， miP =一定とする．Taiは輸入i財の関税率である．αiは定数である． iσ は，代替
の弾力性と呼ばれ，(3)式に示すように，国産財と輸入財の価格比の変化率に対する，一定の国内需要 iQ
を満たすために必要な国産財と輸入財の量の比の変化率に，マイナスをつけた値である．  

関品 目 

 

 

 

 

(1)(2)式より(4)(5)式の国内需要関数を得

る．国産財の国内需要Diは国産財と輸入財の

価格比で決まり，輸入財の価格 )1( aimi TP + の

変化により需要関数がシフトする．また，輸

入財の国内需要Miも，国産財と輸入財の価格

比で決まり，国産財の価格Pdiの変化により需

要関数がシフトする． 

 

 

 

 

 

(6)(7)式は国産財の供給関数である．Ziは

国産財の供給量，Siは国内仕向量， iE は輸出
量である．また，Suiは生産物補助金率， iψ は
供給の価格弾力性，βiは定数である．注意し

たいのは，輸出量 iE =一定とする仮定である．
関税を撤廃すれば，国内需要価格が低下し，

一部は国内仕向から輸出へ転換される．しか

し，日本の場合，輸出量は無視できるぐらい

に小さいため，この仮定も大きな問題になら

ないと考えられる． 

 

 

 

国産財の国内需給均衡条件Di =Siより，

(4)(5)(6) (7)式の連立方程式を解けば，国産財と輸入財の国内

で，内生変数はDi，Mi，Pdiである．外生変数は iQ ， miP ，Tai，

2000 年『食料需給表』による．輸入i財の価格 miP および関税率
年『産業連関表』による．ただし，国家貿易品目，関税割当品
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第１表 外生的に与えた変数 

税率 補助金率 
代替の 
弾力性 

供給の 
価格弾力性

Tai Sui iσ
 iψ

 
3.40注1) 0.000  -5.10  0.45注5)

1.49注2) 0.120  -4.40  0.16注6)

1.49注2) 0.120  -4.40  0.45注6)

0.05 0.208  -1.30  0.52注6)

0.15  0.000  -1.90  0.44注7)

0.15  0.000  -1.90  0.11注7)

2.51注3) 0.006  -2.00  0.85注7)

0.05  0.180  -3.30  0.37注6)

4.84注3) 0.180  -3.30  1.48注7)

0.09  0.003  -1.90  0.71注7)

0.16  0.002  -1.90  1.36注7)

0.38  0.039  -3.80  0.32注7)

1.70注1) 0.003  -4.40  1.31注7)

0.17  0.004  -4.40  0.61注6) 

0.21  0.012  -1.30  0.71注7)

0.30注3) 0.004  -3.70  0.16注6)

0.30注3) 0.001  -3.70  0.16注6)

0.09  0.002  -1.30  0.50注8)

3.48注4) 0.083  -2.70  0.20注6)

0.08  0.000  -1.90  0.71注9) 

． 
需給均衡量を求めることができる．ここ

Sui， iσ ， iψ である．i財の国内需要 iQ は
Tai，国産i財の生産物補助金率Suiは 2000

目，国内産との価格調整が行われる品目

『麦価に関する資料』の外国産小麦の食糧部買付

売渡価格より． 

より． 

・ラウンド農業合意による，2000 年の価格調整金

より． 

]より． 

ood and Agricultural Policy Research Institute）

ities DatabaseのJapanの値．ただし，雑穀はTaiwan

値． 

方法により推定した． 

 [5]より．

とした． 



の関税率Taiは関税相当量とした．生産物補助金

率Suiは，価格に対する第１次産業に支払われた

経常補助金の割合である．代替の弾力性 iσ は
GTAPP ver.6による．供給の価格弾力性 iψ は，
既存の計測結果のサーべィ，あるいは註3の方

法での推定による．分析に用いたTai，Sui， iσ ，

iψ は第１表に整理した．また，αiとβiは 2000
年基準のキャリブレーションより得た（註4）． 

以上のモデルに，関税撤廃あるいは補助金撤

廃のショックを与え（Tai=0，Sui=0を代入），国
産i財の国内需給均衡価格Pdiと国内需要Di，輸入

i財の国内需要Miを求める．このシミュレーショ

ンにおける需給均衡の変化を説明しておこう．

第１図のパネル１-Ａは国産財の国内需給均衡，

１-Ｂは輸入財の国内需給均衡である．１-Ａに

おいて，Dd
0
は国産財の事前の国内需要曲線，Sd

0

は国産財の事前の国内供給曲線で，a点で均衡し
ている．ただし，国産財の生産には補助金Pdi

0Sui
1

が支払われている．また，１-Ｂにおいて，Dm
0
は

輸入財の事前の国内需要曲線, Pmi
0
は輸入財の

価格で，e点で需給均衡している．ただし，輸入
財にはPmi

1Tai
1の関税が課されている．ここで，

関税を撤廃すれば，輸入財の価格が低下するの

で，パネル１-Ａにおいて，需要曲線がDd
1
へ下

方シフトする．その結果，均衡点はa点からb点
へ移動する．さらに，補助金を撤廃すれば，供

給曲線がSd
1
へ上方シフトし，均衡点はb点からc点へ移動する．以上の結果，国産財の国内需要はDi

0から

Di
1へ減少し，国産財価格はPdi

0
からPdi

1
へ低下する．パネル１-Ｂでは，国産財価格が低下するので，輸入

財の需要曲線がDm
1
へ下方シフトする．そして，関税撤廃により輸入財価格がPmi

1
へ低下しているので，

均衡点はe点からf点へ移動する．以上の結果，輸入財需要はMi
0からMi

1へ増加する．(1)式の仮定により，

線分Di
1Di

0=線分Mi
0Mi

1，が成立している．第２表には，関税・補助金撤廃による，国産財の価格と国内需

要の変化を示した．例えば，米の場合，価格は 237 円/kgから 81 円/kgへ低下し，国産米需要は 9,028

千tから5,568千tへ減少する．また，重量ベース自給率は95.8％から60.9％へ低下する．  

第２表 関税・補助金撤廃と国産財の価格と需要 

 事 前 関税・補助金撤廃後 

品 目 価格 需要量 自給率 注1) 価格 需要量
自給率

注1)

 円/kg 千ｔ ％ 円/kg 千ｔ ％ 

米 237 9,028 95.8  81  5,568 60.9 

小麦 164 688 10.8  69  593 9.3 

大麦 131 214 8.1  58  144 5.4 

雑穀 250 30 0.2  241  29 0.2 

かんしょ  89 1,073 99.0  89  1,070 98.7 

ばれいしょ 53 2,895 78.0  48  2,864 77.2 

でんぷん 37 2,892 94.9  28  2,274 74.6 

大豆 231 235 4.6  222  227 4.5 

その他豆類 378 131 28.1  123  21 4.4 

野菜 185 13,668 82.0  180  13,388 80.3 

果物 246 3,779 44.6  231  3,446 40.8 

牛肉 1214 521 33.1  872  463 29.4 

豚肉 377 1,256 56.9  194  523 23.7 

鶏肉 224 1,192 63.6  200  1,107 59.1 

鶏卵 182 2,535 95.4  181  2,504 94.3 

飲用 158 5,107 100.0  158  5,107 100.0 

乳製品 396 3,294 45.6  311  3,168 43.9 

魚介類 1021 5,603 50.8  972  5,457 49.5 

砂糖類 113 867 29.4  29  660 22.4 

きのこ類 621 373 73.9  601  364 72.1 

熱量ベース
総合自給率

40％ 30％ 

注：1)個別品目の自給率は重量ベース自給率． 

さて，熱量ベース総合自給率CFSRは(8)式より求めることができる．Ziはi財の国内生産量，Ciはi財の
重量当たり供給熱量，Riは飼料あるいは原材料の自給率である（註5）．Diは国産i財の国内需要量，Miは

輸入i財の国内需要量である．関税・補助金撤廃後のCFSRは30％となった（註6）．  
 

 ∑
∑

+
=

i iii

i iii

CMD

RCZ
CFSR

)( (8)

 

（註1）魚介類には鯨と海藻類を含む． 

（註2）関税や補助金は現状のままとし，自給率も変化しないとする． 

（註3）1986年～2005年の20年間の年次データを用い（でん粉はデータの制約から1981年～2000年の20年間），

次の供給関数を計測し，供給の価格弾力性を推定した． 

tet
Z

PbTbTbbZ lnln 3
2

210 +++=  

tはt期の供給量（農林水産省統計部『作物統計』『野菜生産出荷統計』『果樹生産出荷統計』『牛乳乳製
品統計』『畜産物流通統計』『食肉流通統計』『鶏卵流通統計』より），Tは時間変数である．Pteは，t期の
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期待価格で，t-1 期からt-n期の実質供給価格（農林水産省統計部『農業物価指数』による生産者価格）の平
均値である（でん粉はデータの制約からt期の政府買入基準価格）．n（0≤n≤15）は計測結果のR2値が最大と

なるように決定した．b0～b3は推定されるパラメータで，b3の推定値を供給の価格弾力性とした（その他豆

類は小豆とらっかせいの平均，野菜および果物は生産量上位５品目の平均，でん粉はばれいしょでん粉とか

んしょでん粉の生産量による加重平均）． 

（註4）キャリブレーションに用いたDi，Mi は 2000年『食料需給表』，Pdiは2000年『産業連関表』による． 

（註 5）飼料自給率は，牛肉 29.2％，豚肉 26.2％，鶏肉・鶏卵 11.0％，飲用乳・乳製品 45.4％とした（食料需給

表の熱量ベース自給率の推定に用いられる値）．原材料自給率は，でん粉9.6％とした（食料需給表の品目

別自給率より逆算）． 

（註6）分析から除いた，その他の肉類，植物油脂，動物油脂，みそ・しょうゆ，その他の食料の場合，(8)式の分

子は，関税・補助金撤廃の前後で同じ．これら品目の関税率はいずれも低い．また，その他の肉類，動物油

脂，みそ・しょうゆ，その他の食料は，供給熱量が少ない．植物油脂は，原料の 96％を輸入に依存してい

る．したがって，これら品目を分析から除いたとしても，自給率の変化には，ほとんど影響しない． 

 

３. 食料自給のための費用 

食料需給表の個別品目について，関税・補助金撤廃後の国産i財の国内需要量Di
1を事前の水準Di

0に戻

すための費用を計測した．これらを全ての品目について合計し，事前（2000年）の自給率40％を維持す

るための費用とした．第一に，関税による自給政策を考えよう．第1図のパネル２-Ａと２-Ｂには，関

税により，事前の状態に戻す場合の市場均衡の変化が描かれている．２-Ａのc点は関税・補助金撤廃後
の国産財の需給均衡点である．ここで，輸入財に関税を課せば，輸入財の価格が上昇するので，需要曲

線Dd
1
は上方シフトする．事前の国内需要量Di

0を実現するよう，国産財の需要曲線をDd
2
までシフトさせる

関税率T2
aiを求める．他方，パネル２-Ｂでは，国産i財の価格が上昇するので，輸入i財の需要曲線Dｍ

1
が

上方シフトする．(1)式の仮定により，Dｍ
2
までシフトし，輸入i財の価格Pmi

2 = Pmi
1 (1+Ta

2)において，輸入
量はMi

0に戻る．この場合の費用を消費者負担∆CEiと納税者負担∆TEiの合計とする．納税者負担∆TEiは補

助金負担（=0）から関税収入を控除した金額である．また，生産者余剰が増加するが，この増加分を生
産者便益∆PSiとする．∆PSiは，消費者・納税者から生産者への所得移転と解釈し，費用から控除すると

いう考え方も可能だが，本研究では便益として扱う（註7）. ∆CEi，∆TEi，∆PSiの定義はBOX２に示した． 

第二に，補助金による自給政策を考えよう．第１図のパネル３-Ａと３-Ｂには，生産物補助金により，

事前の状態に戻す場合の市場均衡の変化が描かれている．３-Ａのc点は関税・補助金撤廃後の国産財の
需給均衡点である．ここで，国産財の生産に補助金を与えれば，供給曲線Sd

1
は下方シフトする．事前の

国内需要量Di
0を実現するよう，供給曲線をSd

3
までシフトさせる補助金率S3

uiを求める．他方，パネル３-

Ｂでは，国産i財の価格が低下するので，輸入i財の需要曲線Dｍ
1
は下方シフトする．(1)式の仮定により，

Dｍ
3
までシフトし，輸入i財の価格Pmi

1
において，輸入量はMi

0に戻る．∆CEi，∆TEi，∆PSiの定義はBOX３に

示した．納税者負担∆TEiは補助金負担から関税収入（=0）を控除した金額である． 
∆CEi，∆TEiを全ての品目について合計し，消費者負担合計∆CE=Σi∆CEiと納税者負担合計∆TE=Σi∆TEiを

得る．これらを世帯当たりに換算した結果を後掲の第３表に示した．食料自給のための費用，すなわち

世帯当たり∆CEと∆TEの合計は，いずれの政策においても 70 千円/世帯となる．ただし，関税政策では
消費者が費用を負担し，補助金政策では納税者が費用を負担する．ちなみに，現状の政策（関税＋補助

金）の費用も 70 千円/世帯となる(註 8)．また，∆PS iを全ての品目について合計し，生産者便益合計

∆PS=Σi∆PSi求め，世帯当たりに換算した結果を第３表に示した．いずれの政策においても53千円/世帯

となる． 

  
(註 7)生産者便益を便益に加えるか費用から控除するかは，費用便益比には影響するが，純便益には影響しない． 
(註 8) 第１図のパネル１-Ａと１-Ｂに示すように，現状の関税率と補助金率をモデルに代入すれば，必然的に事前

の状態に戻る．∆CEi，∆TEi，∆PSiの定義はBOX１に示した． 
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[１-Ａ] 関税＋補助金（国産財） [１-Ｂ] 関税＋補助金（輸入財） 
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第１図 関税あるいは補助金による市場均衡の変化 
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４. 食料自給の外部便益 

現在の食料自給率 40％を維持することによる外部便益を CVMにより計測した．CVM調査の方法を
説明しよう．外部便益の受益者を日本国民と定義し，ＮＴＴ電話帳より全国の1,634世帯を無作為抽出

し，2006年9月から12月の間に，郵送法によるアンケート調査を実施した．回収数は693（回収率42.4％）

であった．調査では，CVM の質問の前に，外部便益とは何かの情報を与える質問を行った．内容は，

「国際紛争や異常気象による有事の際の食料安全保障」「人口増加に伴う長期的視点からの食料安全保

障」「食の安全に関わる食料安全保障」「農業による自然環境や国土の保全」「活力ある農村の維持」

と食料自給との関わりについて，農業保護を主張する立場と農業保護を問題視する立場の考え方を示し，

回答者の考え方がどちらに近いかを問う質問である（註9）． 
CVM のシナリオは「関税の撤廃により，食料自給率が現在の 40％から○○％まで低下する」とした．

そして，自給率○○％の状況を基準とし，このような自給率低下を防ぎ，現在の 40％を維持するための

WTP（Willingness to pay）を聞いた．自給率低下のシナリオは，5％，10％，20％，30％の４種類とした．
また，関税と補助金の二つの政策オプション（支払形態）を設定した．関税の場合は「関税政策のもとで

高い食料価格として△△円を負担する」とし，補助金の場合は「農家に直接的な補助金を支給するための

財源として税金を△△円負担する」とした．提示額は1,000 円～400,000 円の８段階とした．第２図は補

助金の場合のCVMの質問文である（註10）．  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の農業は，輸入農産物への高い関税で保護されています．しかし国際社会に目を向ければ，貿易の自由化が着々と
進み，日本の閉鎖的な市場が批判されています．そこで仮に，国際社会からの孤立を避けるため，関税を撤廃するとします．
そうすれば，農産物価格が下がり，食料自給率が現在の４０％から○○％注1)へ低下するとします． 

ここで政府が，食料自給率を維持するため，農家に直接的な補助金を支給する政策を提案したとします．この政策により，
価格低下による農家のダメージが補償され，現在の食料自給率４０％が維持できるとします．しかし，そのための財源は皆さま
が税金として負担するとします． 

さて，その負担額が，世帯当たり年間
．．．．．．．

△△円注 2)なら負担してもよいと思いますか？ その負担額分だけ，毎年，あなたの世帯
が他に使える家計費が少なくなることに留意して下さい． 

１ 年間△△円注2）なら負担してもよいと思う 
２ 年間△△円注2）までは負担しないが，いくらかは負担してもよい 
３ １円たりとも負担しない 

q１. 「１円たりとも負担しない」に〇を付けた方のみに，その理由をうかがいます． 

１ 食料を国内で自給する必要がないと思うから 
２ 税金によって食料を自給するのはおかしいと思うから 
３ その他（                                                                   ） 

第２図 CVMの質問文（関税の場合） 

注: 1) ○○％には5％，10％，20％，30％のいずれかが入る． 

2) △△円には1,000円，2,000円，3,000円，5,000円，10,000円，20,000円，50,000円，100,000円，200,000円，400,000

円のいずれかが入る． 

 

 

 

質問方式は三肢選択方式とし「年間△△円なら負担してもよいと思う」「年間△△円までは負担しな

いが，いくらかは負担してもよい」「１円たりとも負担しない」の選択肢を示した．「１円たりとも負

担しない」とする回答者には，その理由を問う追加質問を行った．「食料を国内自給する必要がない」

あるいは経済的理由から「その他」が選択された場合，WTPがゼロあるいは負と扱う．なぜなら，正の
場合は「いくらかは負担してもよい」が選択される．また，「関税（税金）によって食料を自給するの

はおかしい」あるいは非経済的理由から「その他」が選択された場合，関税あるいは税金としての負担

に抵抗し，真の WTPを表明しなかった回答とし，分析から除いた．WTPの推定に用いた標本数は，回
収数693の内，CVMの設問の無回答22，抵抗回答86を除いた585である． 

WTPの推定方法は次のとおりである．提示額T円を支払い自給率 40％が維持された時の効用水準と支
払わずに自給率が○○％に低下した時の効用水準の差をdv (T, Fsr, Sch )とする．Fsrは自給率が何％まで
低下するかのシナリオ，Schは政策オプション（支払形態）を区分するダミー変数（関税= 1，補助金= 0）
である．dvの関数型は線形とした（註 11）．三肢選択モデルをロジットモデルにより定式化すると(9)
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−−+ AcfSceTdVe

 (9) 
⎪
⎨
 
⎩ 

⎪ 
⎧ 

式となる．「T円なら負担する（WTP≥T）」と回答する確率はPr1となる．「負担しない（WTP≤0）」と
回答する確率はPr3，すなわち金額に関わらず負担しない確率となる（註12）．「T円までは負担しない
が，いくらかは負担する（T>WTP>0）」と回答する確率はPr2，T円を負担しない確率から，金額に関わ
らず負担しない確率を控除した確率となる．最尤推定法によるパラメータの推定結果は(10)式のとおり

である（註13）．AICが最小となるように変数選択した結果，残念ながらFsrは採用されなかった．そこ
で，自給率が何％に低下するかに関わらず，自給率40％を維持するためのWTPが表明されたとし，以下
の分析を進める． 
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dV = 2.183 - 0.0000254 T - 1.339 Sch 
(12.704)  (-31.806)    (-6.137)    (括弧内は t値) 
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率
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第３図は，提示額と合意率の関係を表す．

負の WTP を考慮した平均 WTP の推定値は
(11)式より求めることができる．また，メデ

ィアン WTPの推定値は合意率が 50％となる
提示額である．負のWTPを考慮した平均WTP
とメディアンWTPは一致する（矢部[6]参照）. 
WTP の推定値は， 第３表に示すように，関
税の場合 86千円/世帯，補助金の場合 33 千円

/世帯となり（註 14），これらを食料自給に

よる世帯当たり外部便益 ∆EBとする．  提示額（千円）

 

 

 

(註 9）例えば，有事の際の食料安全保障について，次の（A）と（B）の考え方を示し，回答者の考え方がどちらに近

いかを質問した．（A）戦争や国際紛争など有事の際，食料輸入が止まれば国民が飢える．また，世界的な異常

気象など，食料供給の不安定要因が増している．このような場合でも，国民の最低栄養量を確保できるだけの

自給率を維持しておく必要がある．（B）有事の際には，休耕地やゴルフ場を活用するなど，食料安全保障を有

事法制に組み込めば，国民の最低栄養量は確保できる．異常気象など不測の事態が起こっても，食料の備蓄，

輸入元の分散，長期契約の活用などにより，食料の安定供給を保障することは可能だ． 

(註 10) 関税の場合の質問文は「日本の農業は，輸入農産物への高い関税で保護されています．その結果，食料自給

率を維持するため，高い食料の購入という形で，皆さまが負担している金額が世帯当たり年間
．．．．．．．

△△円になるとし

ます．つまり，その負担額分だけ，毎年，あなたの世帯が他に使える家計費が少なくなっているとします．ここ

で，政府が関税を撤廃すれば，食料価格が下がり皆さまの負担はなくなりますが，食料自給率が現在の４０％か

ら○○％へ低下するとします．さて，食料自給率を維持するため，世帯当たり年間
．．．．．．．

△△円を負担し続けてもよい

と思いますか？ 言い換えれば，関税撤廃には反対ですか？ あるいは，年間△△円を負担するくらいなら，食

料自給率が○○％へ低下してもいいと思いますか？ 言い換えれば，関税撤廃に賛成ですか？ 

(註 11) 三肢選択方式では，「負担しない（WTP≤0）」の回答を考慮するため，提示額 0 円における合意率が 1.0
となる対数型はフィットしない． 

(註 12) 提示額 T 円に，‘Yes’と回答する確率は [ ，‘No’と回答する確率は

となる． 

1),,( ]1
1),,(1),,( ]1[]1[1 −−− +=+− AcfSceTdVAcfSceTdV ee

(註 13) モデルの定式化と対数尤度関数の定義は矢部[6]による． 

(註 14) WTPが非負とした場合の平均値（0円から400千円まで Tで積分）は，関税の場合 90 千円/世帯，補助金の場合
47千円/世帯．負のWTPの平均値（−400千円から0円まで Tで積分）は，関税の場合−4

dTedTeMeanWTP dvdv ∫∫ ∞−

−∞ −− +−+=
0 1

0

1) ]1[]1[

千円/世帯，補助金の場合−14
千円/世帯． 

第３図 提示額と合意率 
(11) 



５. 結果および考察 

最後に，費用と便益を比較しよう．第３表

に便益，費用，純便益を整理した．食料自給

の便益は，国民にもたらす外部便益 ∆EBと生
産者に生じる生産者便益 ∆PSである．食料自
給の費用は，消費者負担 ∆CE と納税者負担
∆TEの合計である．  
純便益Ａは，国民経済的立場からの純便益

で，外部便益 ∆EB と生産者便益 ∆PS の合計
から費用を控除して求めた．いずれの政策に

おいても正値となる．すなわち，食料自給率

を維持することは，潜在的パレート改善を意

味する．他方，純便益Ｂは，消費者・納税者

の立場からの純便益で，外部便益 ∆EBから費
用を控除して求めた．純便益Ｂは，関税の場合は正値となるが，補

納税者に世帯当たり約４万円の損失が生じる．これは，国民が補助

たと考える方が妥当だろう．以上の結果は，食料自給率の維持は，

ば，国民をより良い状態に導くことを意味する．しかし他方では，

払いへの政策転換に，国民が合意することの難しさを物語っている

費用と

便益 外部便益 

 生産者便益

  合 計 

費用 消費者負担

 納税者負担

  合 計 

純便益Ａ 国民経

純便益Ｂ 消費者・
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第３表 費用便益分析 

関 税 補助金
便益 

千円/世帯 千円/世帯

ΔEB ① 86  33 

ΔPS ② 53  53 

  ③=①+② 138  86 

ΔCE ④ 100  -11 

ΔTE ⑤ -30  81 

  ⑥=④+⑤ 70  70 

済 ⑦=③-⑥ 69  16 

納税者 ⑧=②-⑥ 16  -37 
助金の場合は，負値となり，消費者・

金による食料自給政策に抵抗を示し

適切な所得再配分が行われるとすれ

ＷＴＯ対応における関税から直接支

．  
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